
平成30年2月市議会総務委員会資料

第48号議案公の施設の指定管理者の指定について

(長崎市市民活動センター)
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1 施設の概要

(1)位置図・平画図住見1犬):4~5ページに記載

(2)名称:長崎市市民活動センター

(3)所在地:長崎市馬町21番地1

(4)構造:木造2階建

(5)設置年月日:平成 20年10月1,日

(6)設置目的:市民活動の活性化を図るために、市民活動団体の交流の促進や、市民活

動に関する研修会・講座等の開催を行う。

(フ)主な施設内容

1 階 219.67 "執務室、受付、,交流室

2階 1.90.62 肘会議室、作業室、貸し事務室

など

2 指定管理者候補者の概要

称 NP0法人環境保全教育研究所(1)名

(2)所在地長崎市田手原町646番地

(3)代表者代表理事豊田菜々子

(4)設立年月日平成26年10月22日

(5)主な事業ア NP0法人等の運営相談、事務局業務の支援
イ地域団体、行事への運営協力事業

ウ地域活性化に関するイベント企画・運営事業

工子どもの健全育成の場作りや自然体験の企画運営事業

3 指定の期間

平成30年4月1日から平成35年3月31日まで
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4 指定管理者候補者の選定経緯

(1)選定の方法公募(応募団体数.2者)

(2)指定管理者候補者の提案の概要

ア事業計画概要

(ア)地域課題の解決に向け活動する人・団体が「常にレベルアップする」という考

え方を持ち、さらに、市民活動に参加したことがない人も、身の回りの課題に気

付き、解決のために行動しようとする人材育成に努める。

(イ)市民活動拠点として、常に開かれた場所になるよう、必要な情報を集め、利用

者にとって心地の良い「また、来たくなる市民活動センター」を目指す。



イ管理運営体制

センター長 1 名、副センター長2名(センター管理担当、事業"キ露炎担当)を己
む、職員7名を配置する。

《.人員配置》

副センター長

(センター管理担鋤

センター長

(統括責任者)

ウ提案金額

職員(2名)

平成30'年度

(3)指定管理者候補者選定審査会による審査(報告書の概要
ア審査会の人数及び構成

(ア)人数:'5人

(イ)構成

※利用料金制を導入。

15,956

'

副センター長

(事業・相談担当)

平成31年度

16,788

平成32年度
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職員(2名)

16,920

平成認年度

イ 審査経過

応募者から提出された申請書類に不備がないか、募集要項に記載された応募
資格等の要件を満たしているかを確認し、審査を行った0
審査の結果、合計点数が最も高い応募者を第 U順位として選定し、以下、キ日
定管理者として適当と思われる団体までの順位付けを行った0

純哉

達夫

美香

優継

慶子

18,041

平成34年度

(単位:'千円)

長崎大学経済学部准教授

ながさきダンカーズ倶楽部会長

九州北部税理土会長崎支部理事

長崎市観光ネットワーク推進協議会会員

NP0法人DV防止ながさき理事長

20,714

6~9ページに記載)

合計

訟,419
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ウ選定理由

市民活動センターの設置目的と施設利用者の視点が十分に反映された基本方針と

なっていた。事業計画についても、市民活動センターで行っている事業にっいて、

現状を分析し、創意工夫のある事業計画が組み立てられていた。また、将来の利用

者の増加にっながる新たな取り組みや、団体同士の繋がりを生み、協働を促進する

ことに着目した点が評価できた。管理運営体制にっいても、配置人員の役割と責任

分担を明確にし、経理業務や相談に対応できる体制となっている点が評価できた。

平成30年1月24日

審査会

・面接審査

・指定管理者候補者の選定

市と指定管理者の協定書案

) 10~22ページに記載

6 その他

(1)募集要項:23~39ページに記載

(2)指定管理者候補者定款:40~48ページに記載
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《位置図・平面図》
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《審査報告書》

長崎市長田上富久様

国

長崎市市民活動センター指定管理者候補者選定審査会における審査結果にっいて(報告)

長崎市市民活動センターの指定管理者の指定に係る申請内容の審査を行いましたので、

審査結果にっいて次のとおり報告します。

1 審査結果

NP0法人環境保全教育研究所(1)第一順位

株式会社オリエントアイエヌジー(2)第二順位

2 選定審査会の構成

長崎大学経済学部准教授、長山口純哉^
^

ながさきダンカーズ倶楽部会長委員井手達夫

九州北部税理士会長崎支部理事神田美香委員

長崎市観光ネットゥーク推進協議会会員陳優継委員

NP0法人DV防止なが'さき理事長委員中田慶子

3 審査の方法

応募者から提出された申請書類に不備がないか、募集要項に記載された応募資格等の

要件を満たしているかを確認し、審査を行いました。'

審査の結果、合計点数が最も高い応募者を第一順位として選定し、以下、指定管理者
として適当と思われる団体までの順位付けを行いました。

なお、審査にあたっては、公平性及.び公正性を確保するため、団体名を伏せて実施し
ました。

、1

"、、

平成 30年1月25日

長崎市市民活動セ'・ンター
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指定管理者候補者選定審、、会
.LLI、
会.長・山白純哉..

,

面接審査

指定管理者候補者の選定

4 審査の経緯

平成 30年1月24日

開催日 内容



5 応募団体(届出順)

NP0法人環境保全教育研究所

株式会社オリエントアイエヌジー

i

6.審査結果.(採点結果は別紙のとおりでず。)

(1)第一順位 NP0法人環境保全教育研究所

ア基本事項について

市民活動センターの設置目的等を踏まえた運営方針・理念にっいて考慮・された主E案
内容となっていた。
また、施設利用者の視点から、市民活動センターの目指す姿が示されていることが

゛
評価できた。

イ事業計画について

市民活動センターで行っている事業などを基に、現状を分析し、創息工夫のある事
業計画が組み立てられていた。

また、将来の利用者の増加にっながる新たな取り組みや、団体同士の繋がりを生み、
協働を促進することに着目した点が評価できた。

ウ安定した経営能力について

設立年が浅いため判断しづらいが、財政面からは優れているとは言いがたい0
ただし、経常収益も伸びており、活動予算書によると経常収益が経吊費用を上回り、
当期正味財産が増額となることから改善が期待される。

工管理運営体制について

配置人員の役割と責任分担を明確にし、経理業務や相談に対応できる体制となって
いる点が評価できた。

(2)第二順位株式会社オリエントアイエヌジー

評価項目における「安定した経営能力」と「価格」の評価は、第一順位の団体を・上
回っている。一方で、市民活動センターの設置目的にあ.つた具体的な事業の組み立て
やサービスの向上にっながる創意工夫が第一順位に及ぱなかった0

.

ーフー

7

(1

審査会総評

)審査を行ってからの総括的な講評

2団体からの応募があり、いずれも意欲的な内容であった。

まず、いずれも、募集要項や仕様書から長崎市総合計画、長崎市よかまちづくり基
本条例などを手がかりに、市民活動センターの設置目的や背景を十分に理解した上で、
申請書を作成していることがうかがえた。



また、いずれの応募者もこれまでの事業経験で蓄積してきたノウハウ、人や組織の

ネットワーク等、双方の強みが随所にちりぱめられた申請害に仕上がっていた。
さらに、こ.れらを踏まえた面接審査においても、指定管理候補者とすることを否定

すべき言動は、いずれの応募者からも聞かれなかった。

以上のように、甲乙っけがた.い審査会,となったが、市民活動に取り組む当事者と'し

ての経験には差が認められた。中間支援を担う施設として、市民活動団体の相談'支

援に取り組むためには、市民活動団体が抱える問題への理解が求められるため、自ら
も同様の問題に直面したり、その問題を克服した経験があったりすることは強みであ

ると考えられる。

そこで、自ら市民活,動団体としてそのような経験を積んできた応募者を、第一順位

として選定した。

(2),選定審査会からの要望

市内で活動する多様な市民活動団体を支える施設の指定管理者として、中間支援に

つぃてさらに学びを深め、より多くの市民から信頼される市民活動センターの運・営を

目指してほ'しい。

,1
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採点結果

大項

目
中項目

評価項目

基本方針

基本

事項

平等利用

,の確保

センターの設置目的を踏まえた運営

方針・理念とな'つているか

詳細

個人情報
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か
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《協定書案》

長崎市(以下「市」.という。)と0000 (以下「指定管理者」という。)とは、長崎市

市民活動センター(以下「センター」という。)の指定管理に係る協定(以下「本協定」と

いう。)を次のとおり締結する。

長崎市市民活動センターの指定管理に係る協定書(案)

(目的)

第1条本協定は、市及び指定管理者が相互に協力し、センターの管理にっいて適正かっ

円滑な実施を図るために必要な事項を定めることを目的とする。

(指定管理者の指定の意義)

第2条市及び指定管理者は、センターの管理に関して市が指定管理者の指定を行う息義

にっいて、指定管理者の能力を活用し、センターの効用を最大限に発揮するとともに、

管理経費の縮減を図ることにあることを確認する。

(公共性及び指定管理者による管理の趣旨の尊重)

第3条指定管理者は、センターの設置目的、指定管理者の指定の意義及び指定管理業務

(以下「本業務」という。)の実施にあたって求められる公共性を十分に理解し、.その趣

旨を尊重するものとする。

2 市は、本業務が指定管理者によって実施されることを十分理解し、その趣旨を尊重す

るものとする。

(信義誠実の原則)

第4条市及び指定管理者は、互いに協力し信義を重んじ、法令を遵守し、指定管理者は、

本協定、募集要項等に従い本業務を誠実に履行しなけれぱならない。

-10-

(用語の定義)

第5条本協定で用いる用語の定義は、別紙1のとおりとする。

(施設の名称等)

第6条指定管理者が管理する施設は、次のとおりとする。

長崎市市民活動センター(1)名称

長崎市馬町21番地1②所在地

木造2階建③建物概要

1 階 219.67rrf (執務室、受付、交流室、ロツカー、湯沸室など)(4)施設概要

2 階 190.6'2 市(会議室'作業室、資料室、貸し事務室)



(管理物件)

第7条本業務の対象となる物件(以下「管理物件」という。)は、管理施設と管理物品か

らなる。管理施設及び管理物品の内容は、別紙2のとおりとする。

2 指定.管理者は、善良なる管理者の注意を持って管理物件を管理しなけれぱならない。

(指定期間及び会計年度)

第8条指定の期間は、平成0年0月0日から平成0年0月0日までとする。

2 指定管理にかかわる業務の会計年度は、毎年4月1日から翌年3月31日までとす・る。

(開館時間)

第9条センターの開館時間は、長崎市市民活動センター条例(平成29年長崎市条例第6

以下「条伺」」という。)及び長崎市市民活動センター条例施行規則(平成 30年長崎^

ワヲ。

市規則第0号。以下「規則」という。)に規定する開場時間を基準として指定管理者が長

崎市長(以下「市長」という。)の承認を得て定める。
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(休館日)

第10条,センターの休館日は、条例及び規則に規定する休館日を基準として指定管理者が

市長の承認を得て定める。

(重要事項変更の届出)

第 11条指定管理者は、合併等により自らの法人格に変更が生じることが見込まれること

となったとき、又は定款、事務所の所在地若しくは代表者の変吏等を行ったときは、市

に対して速やかに届け出なけれぱならない。

(本業務の範囲)

第12条指定管理者が行うセンターの本業務は、次のとおりとする。

(1)市民活動を.行う者の交流の促進に関する業務

交流の機会の創出

(2)市民活動に関する研修会、講座等の開催に関する業務

市民活動の促進につながるような団体育成のための研修会、講座の開催

(3)市民活動に関する相談に関する業務

ア窓口・電話・メール等による相談対応

イ相談記録の作成

ウアドバイザーによる、相談会の開催

(4)市民活動に関する情報の収集及び提供に関する業務

アホームページの運用

イメールでの情報発信

ウ市民活動や協働を紹介する情報紙の発行



エセンターのり一フレットの作成

オ市民活動の情報コーナーの設置

(5)施設の運営に関する業務

ア施設の受付、案内

イロッカー、メールボックス、交流室、会議室、貸し事務室及び作業室の提供

ウ市民活動団体の登録承認、登録した市民活動団体の情報の整理及び提供

工施設利用の許可(取り消しを含む)

オ施設の利用に係る料金(以下「利用料金」という。)の徴収

力利用料金の減免

(6)施設及び設備の維持管理に関する業務

ア施設及び設備の保守点検

イ施設等の修繕

ウ施設及び敷地内の清掃

工施設の警備

オ備品類の管理

カ.その他の維持管理

(フ)その他の業務

ア事業計画書及び収支予算書の作成

イ事業報告書の作成

ウ施設の環境マネジメントシステムの運用における必要な記録(法定点検、施設点

検等)の報告

工職員研修

オ利用者等からの苦情への対応

カモニタリングの実施協力

キ市が実施する業務への協力

ク緊急時の対応

ケセンター駐車場の提供

コ指定期間終了後の引き継ぎ

(8)前7号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務

2 前項各号に掲げる業務の細目にっいては、別紙3 「仕様書」等(事業計画書を含む)

に定めるとおりとする。

(自主事業)

第13条指定管理者は、本施設の設置目的を勘案し、施設利用者の利便性の向上や施設の

魅力を高めるために効果的であると認められる場合は、本業務の実施を妨げない範囲に

おいて、指定管理者の責任と費用により、指定管理者独自の自主的な事業(以下「自主

事業」という。)を実施することができる。

2 指定管理者は、自主事業を実施する場合は、あらかじめ市に実施計画書案を提出し、

市長の承認を得たうえで実施すること。
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3 自主事業の実施に係る経費にっいては、全て指定管理者の負担とし、自主事業により

得た収入にっいては指定管理者の収入とずるが、.損失が発生した場合は、全て指・定管理者

の負担とする。

4 自主事業により収益が生じた場合、収益の0%までを全額指定管理者の収入とし、そ

の超えた部分の0%を市への納付若しくは利用者への還元の充てる二ととするが、その

取扱いについて、あらかじめ市と協議を行わなければならない。

(市が行う業務の範囲)

第14条次の業務にっいては、市が自らの責任と費用において実施するものとする。

(1)目的外使用許可に関する業務

(業務範囲及び業務実施条件の変更)

第15条市又は指定管理者は、業務の範囲等の変更が必要と認める場合は、相手方に対し

書面にて申し出ることができる。

2 市又は指定管理者は、前項の申し出を受けた場合は、協議に応じなけれぱならない。

3 業務範囲等及びそれに伴う指定管理に係る委託料(以下「委託料」という。)の変更等

につぃては、前項の協議において決定するものとする。

(事務所)

第 16条指定管理者は、センターを事務所として本業務を実施するものとする。

2 指定管理者は、当該事務所において、指定管理にかかわる業務以外の業務を行っては

ならない。

3 指定管理者は、本協定が終了したときは、指定管理者の負担により当該場所を使用開

始時の原状に回復して(ただし、通常の劣化等を除く。)、市に返還しなけれぱならない。

(業務責任者)

第17条指定管理者は、本業務開始までに本業務を総合的に把握し調整する統括壷任者を

配置し、市に届け出なけれぱならない。また、市に届け出た統括責任者を変更しようと

するときも同様とする。

(職員の配置)

第帽条指定管理者は、本業務を実施するために必要な職員を配置するものとする。

2 指定管理者は、職員の配置等にあたっては、あらかじめ市と協議するものとする。

3 指定管理者は、職員の配置表及び職員名簿を備えるとともに勤務体制を定めておかな

けれぱならない。

4 指定管理者は、本業務を実施するため法令等により資格等を有する者を配置する必要

があるときは、自らの責任及び費用において、必要な資格等を有する者を確保し、配置

しなけれぱならない。

5 職員の採用及び解雇は、指定管理者の壹任において行うものとする。
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6 指定管理者は、本業務の実施にあたっては、あらかじめその実施体制及び各業務担当

者を市に届け出なけれぱならない。また、市に届け出た実施体制又は各業務担当者を変

更しようとするときも同様とする。

7 指定管理者は、施設の管理に必要な知識と技術の習得に努めなけれぱならない。

(資格等を有する者の雇用)

第19条指定管理者1式、本業務に必要な次の資格等を有する者を雇用しなけれぱならない。

①甲種防火対象物の防火管理者

(開業準備)

第20条指定管理者は、本業務開始に、先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確

保し、市の指示に従い、必要な研修等を行わなけれぱならない。

2 指定管理者は、必要と認める場合には、本業務開始に先立ち、市に対して管理施設の

視察を.申し出ることがで.きる。

3 市は、指定管理者から前項の申し出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除い

てその申し出に応じなけれぱならない。

4 指定管理者は、本協定、募集要項、仕様書及び事業計画書に基づいて準備計画書を本

協定締結後速やかに市に提出し、当該計画書に従い準備業務を実施することとする。

5 第17条の規定により選任された統括責任者は、準備業務を統括し管理するものとする。

6 開業準備に係る費用は、すべて指定管理者が負担するものとする。

(第三者による実施)

第21条指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。
ただし、本業務の一部を委託する場合で、あらかじめ市の承認を得たときはこの限りで

ない。

2 指定管理者が本業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて指定管理者の貝任及

び費用において行うものとし、当該業務仁関して当該第三者の責めに帰すべき事由によ

り生じた損害及び増加費用にっいては、すべて指定管理者が負担するものとする。

3 第 1 項の規定により本業務の一部を委託する場合は、原則として長崎市内に本社を有
する本市の競争入札参加有資格者を優先するものとする。なお、指定管理者は、前段の規

定によらず長崎市内に本社を有する本市の競争入札参加有資格者以外に委託する蛤合は、

その理由を記載した理由書を市に提出しなけれぱならない。

(緊急時の対応)

第22条指定管理者は、非常時、緊急時の対応にっいてあらかじめ市と協議し、具体的対

応を記載したマニュアルを作成しなけれぱならない。・また、災害、事故等の発生時には、

当該マニiアルに基づき直ちに被害拡大の防止に必要な措置をとるとともに、関係機関

及ぴ市に報告しなけれぱならない。
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2 指定管理者は、センターにおいて災害が発生したとき、又は発生するおそれがあると

きは、直ちに初期措置を講じ、関係機関及び市に通報しなけれぱならない。

3 前 2 項の対応に係る費用負担にっいては、市及び指定管理者が協議の上決定するもの

とする。

(権利義務の譲渡の禁止)

第23条指定管理者は、本協定の締結により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、若し

くは継承させ、又は担保に供してはならない。

(秘密保持義務)

第 24条指定管理者又は本業務に従事する者は、本業務の実施によって知り得た秘密を外

部へ漏らし、又は自己の利益若しくは他の目的に使用してはならない。指定期間が終了

し、又は指定を取り消された後においても同様とする。

(個人情報の保護)

第25条指定管理者は、個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号)及び長崎

市個人情報保護条例(平成13年長崎市条例第27号)の規定並びに次の各号を遵守しな

けれぱならない。

(1)指定管理者は個人情報の保護に留意し、本業務の実施に関して知'り得た個人情報につ

いて漏えい、滅失、改ざん及び殿損の防止並びに盗用の禁止その他の個人情報の適正な

管理のために必要な措置を講じなけれぱならない。

(2)指定管理者又は本業務に従事する使用人その他の従業者(使用人その他の従業者であ

つた者を含む。)は、本業務により知り得た個人情報を他に知らせ、又は他の目的に使用

してはならない。指定期間が満了U 又は指定を取り消された後においても同様とする。

(3)指定管理者は、市の指示又は許可なく市が所有する個人情報の記録された文書等の全

部又は一部を複写し、又は複製し・てはならない。

(4)指定管理者は、本業務の遂行に伴い市から引き渡された個人情報が記録された文書等

を、本業務完了後、遅滞なく市に返還しなけれぱならない。

(5)個人情報に関し、漏えい等の事故があったときは、指定管理者は、速やかに市に報告

を行うとともに、必要な措置を講じなけれぱならない。

2 指定管理者は、個人情報の漏えい等の防止並びに本人からの開示の申出及び苦情への

適切かっ迅速な対応その他個人情報の適正な管理を図るために、個人情報の取扱規程等

を作成するものとする。

3 市は、第1項各号の規定が遵守されているかを調査するため、立ち入り検査を行うこ

とができる。立ち入り検査の際には、・指定管理者は市の求める関係資料を速やかに提示

しなけれぱならない。

4 市は、指定管理者が本業務の実施にあたり第1項の規定に違反したときは、損害賠償

の請求をすることができる。
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(情報の公開)

第26条指定管理者は、本業務のために作成し、又は取得した文書等であって、本業務に

従事している者が組織的に用いるものとして保有している文書等にっいて、長崎市情報

公開条伊K平成13年長崎市条例第28号)第25条の趣旨に則り指定管理者の情報の公開

に関する規程等を作成するとともに、この規程によって公開に努めるものとする。

2 市は、前項の指定管理者が所有している文書等であって、市が保有していないものに

つぃて、市に情報公開請求があったときは、指定管理者に対して当該文書又は写しの提

出を求めることができる。

(文書の管理及び保存)

第27条指定管理者は、本業務を行うにあたり、作成し又は取得した文書等を適正に管理

及び保存しなけれぱならない。

2 前項の文害等の管理及び保存の期問にっいては、別に法令に定めが胡るものを除き、

本業務の終了後 5年間とする。ただし、市が必要と認める文書等にっいては、指定期間

終了時に、市の指示により引き渡さなけれぱならない。

(環境への配慮)

第28条指定管理者は、本業務の遂行にあたっては、長崎市環境マネジメントシステムの

趣旨を踏まえ、環境関係法令を遵守し、環境負荷の低減を図るなど、次のとおり環境へ

の配慮に努めなけれぱならない。

(1)省エネルギーの徹底及び温室効果ガスの排出抑制

(2)廃棄物の発生を抑制しりサイクルの推進及び廃棄物の適正処理

(3),環境負荷の低減に配慮した物品の購入

2 指定管理者は、環境マネジメントシステムの運用に必要な事項を記録した報告書等を

作成し、市に提出しなけれぱならない。

、
、、

(利用の許可に関する具体的基準)

第29条指定管理者は、管理施設の利用許可にっいて、長崎市行政手続条例(平成8年長

崎市条例第12号。以下「行政手続条例」という。)第5条に規定する審査基準、第6条

に規定する期閻及び第12 条に規定する基準(以下「審査基準等」という。)を定めるに

あたっては、あらかじめ市長の承認を得なけれぱならない。審査基準等を変更する場合

も同様とする。

(施設利用者のアンケート実施)

第30条指定管理者は、サービスの向上や利用者の増加が図られるなどの効果があったか

厳正に評価し検証する観点から、アンケート等により施設利用者の意見又は苦情等を聴

取しなけれぱならない。
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(利用者からの苦情等への対応)

第31条指定管理者は、常に、本業務にっいて、利用者からの意見、苦情等の適切な解決

に努めなけれぱならない。

2 指定管理者は、アンケート等により聴取し、又は利用者から寄せられた意見、苦情等

にっいて、その対応状況等を記録するとともに、定期的に市に報告しなけれぱならない。

(委託料)

第32条市は、本業務の対価として、指定管理者に対して委託料を支払う。
別紙4の2 市が指定管理者に対して支払う指定期間中の委託料の額及び支払方法等は、

とお'りとする。

(利用料金の取扱い)

第33条'センターの利用料金の収入が、指定管理者の提案額を超えた場合、その超えた金

額のうち、提案額の0%までは全額を指定管理者の収入とし、その超えた部分の0%を

市への納付若しくは利用者への還元に充てることとするが、その取扱いにっいて、あら

かじめ市と協議を行わなけれぱならない。

2 利用料金は、センターの利用の許可の際に収受するものとする。ただし、指定管理者

と市があらかじめ協議し、特別の理由があると認められる.ときは、この限りではない。

(利用料金の決定)

第34条利用料金は、条例及び規則に規定する額を基準として、指定管理者があらかじめ

市長の承認を受けて定めるものとする。なお、利用料金の改定にっいても同様とする。

(利用料金の減免)

第35条指定管理者は、あらかじめ市長の承認を受けて定める基準に基づき、利用料金の

全部又は一部を減免することができる。

(利用料金の返還)

第36条指定管理者は、災害その他利用者の責めに帰することができない亭由により本施

設を利用できない場合を除き、一旦納付された利用料金は、利用者に返還しない。ただし、

あらかじめ市長の承認を受けて定める基準による場合にっいてはこの限りでない。

(施設の管理の経理)

第37条指定管理者は、施設の管理の経理にあたっては、別に会計を設けて処理しなけれ

ぱならない。

2 指定管理者は、収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明

らかにしておくとともに、市が必要と認めるときは、その状況を報告しなけれぱならな

い
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(本業務の実施に係る指定管理者の口座)

第38条指定管理者は、本業務の実施に係る支出及び収入を適切に管理するために、本業

務に固有の銀行口座を開設し、その適切な運用を図るものとする。

(備品の管理等)

第39条指定管理者は、別紙2 「管理物.件」に定める市が所有する備品を、適正に管理し

なけれぱならない。

2 指定管理者は、故意又は過失により市が貸与する備品等を殿損し、又は滅失したとき

は、市との協議により、指定管理者の費用で当該物と同等以上の機能及び価値を有する

ものを購入又は調達しなけれぱならない。

3 前項により指定管理者が購入又は調達した備品等は、市に帰属するものとする。

(指定管理者による備品等の購入等)

第"40条指定管理者は、委託料により備品等を購入することはできないもの・とする。

2 指定管理者ぱ、任意により指定管理者の負担で備品等を購入又は調達し、本業務実施

のために供することができるものとする。この場合における当該備品等は、指定管理者

に帰属するものとす.る。

(年間事業計画書)

第41条指定管理者は、毎年度市が指定する期日までに年間事業計画書を市に提出し、市

長の承認を得なけれぱならない。

2 指定管理者は、前項の年間事業計画書を変更しようとするときは、あらかじめ市と協

議し、市長の承認を得なけれぱならない。

(事業報告書)

第42条指定管理者は、次に掲げる事項を記載した事業報告書を各月ごとに作成し、翌月
10日以内1二また、.次に掲げる事項を記載した年度事業報告書を作成し、毎会計年度終

了後30日以内に、市に提出しなけれぱならない。

(1)本業務の実施状況に関する事項

(2)センターの利用状況に関する事項

(3)利用料金の収入実績及び管理経費等の収支状況等

(4)利用者からの苦情とその対応状況

(5)自主事業の実施状況

(6)管理物件の修繕に関する事項

(刀前各号に掲げるもののほか、管理の実態を把握するために必要な事項

2.市は、事業報告書の内容又はそれに関連する事項にっいて、指定管理者に対して報告

又は説明を求めることができる。

3 指定管理者は、第45条又は第 51 条の規定により、年度途中におい,て指定を取り消さ

れた場合には、その日から30日以内に当該年度の当日までの問の事業報告書を提出しな

'
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けれぱならない。

(事故報告等)

第43条指定管理者は、本業務の実施にあたり、事故等が生じたときは、応急処置を講じ、

遅滞なく市にその状況を報告するとともに、事故等のてん末を書面により、市に級告し

なけれぱならない。

,(業務実施状況の確認及び改善)

第U条市は、業務の適正を期するため、必要と認めるときは、.地方自治法(昭和 22年
法律第釘号)第244条の 2第 10項の規定に基づき、指定管理者に対し、本業務の実施

状況又は経理の状況に関し報告を求め、実地を調査し、又は必要な指示をすることがで

きる。

2 市は、前項による調査等の結果、指定管理者による業務実施が履行されていないとき

又は、管理の基準や事業計画書に示された業務等において、基準を満たしていないと認

めるときは、地方自治法第244条の2第 10項の規定に基づき、指定管理者に対して改善

を指示するものとする。

3 指定管理者は、前項の.規定による改善の指示を受けたときは、速やかにそ.れに応じな

けれぱならない。

ノ

(市による指定の取消し等)

第45条市は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、地方自治法

第244条の2第 11項の規定に基づき、その指定を取消し、又は期間を定めて本業務の全

部又は一部の停止を命ずることができる。

(1)自らの責めに帰すべき事由により、本協定の解除の申し出があったときほか本業務

を履行しない又は履行の見込みがないと認められるとき。

(2)法令、本協定、募集要項等の規定に違反したとき。

(3)センターの管理に重大な支障が生じる又は生じるおそれがあるとき。

(4)著しく社会的信用を失ったとき。

(5)その他指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるとき。

2 市は、前項の規定により指定の取消しを行おうとするときは、指定管理者に通知する

ものとする。

3 第1項の規定により指定を取消し、又は期間を定めて本業務の全部若しくは」部の停

止を命じた場合において、指定管理者に損害、損失や費用増,加が生じても、市はその賠

償の責・めを負わない。

4 第1項の規定により指定を取消した場合において、、市に損害、損失又は費用増加があ

るときは、指定管理者は、市に対し、その損害等を賠償することとする。

(違約金の支払い)

第46条指定管理者は、前条の規定により指定の取消し等を受けたときは、違約金を市に
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納付しなけれぱならない。

2 前項の違約金の額は、指定管.理者が本施設の指定管理者として指定される.にあたり、

市に提出した本施設の管理に関する業務の収支予算書における指定期間に係る支出額か

ら、市が認める正当な履行部分に相当する額を除いた額の 100分の 10に相当する額とす

る。

3 前項の正当な履行部分に相当する額は、日割り計算(年当たりの割合は、閏年の日を

含む期間にっいても、 3飾日の割合とする。)によるものとする。

(不可抗力発生時の対応)

第47条天災その他不可抗力が発生したときは、指定管理者は、早急に対応措置をとり、

損害、損失及び費用増加を最小限に留めるよう努めなけれぱならない。

(不可抗力による業務実施の免除)

第48条指定管理者は、不可抗力の発生により本業務の実施ができないと認められるとき
は、市と協議の上、不可抗力による影響を受ける限度において本協定に定める義務を免

れるものとする。

2 指定管理者が、不可抗力により本業務の一部を実施できなかったときは、市は、キ日定

管理者と協議の上、指定管理者が実施できなかっ、たことにより免れた費用分を委託料か

ら減額することができるものとする。

3 前項の費用の計算にっいては、.第46条第3項の規定を準用する。

(管理施設の休止等)

第49条市は、大規模改修工事等により第8条に定める指定期間中に管理施設の全部又は

一部を休止する必要があると認められる場合は、指定管理者に対し書面にて申し出ること

ができる。

2 前項に規定する休止による利用料金収入の減少への対応、その他経費の負担にっいて

は、市と指定管理者の協議により決定するものとする。

(不可抗力による管理施設の休止等)

第50条市は、不可抗力の発生により第8条に定める指定期間中に管理施設の全部又はー

部を利用させることができないと認めるときは、その旨を指定管理者に通知し、当該施

設の全部又は一部を休止させる'ことができる。

2 指定管理者は、不可抗力の発生により第8条に定める指定期間中に管理施設の全部又は

一都を利用させることができないと認めるときは、市の承認を得て、当該施設の全部又

は一部を休止することができる。

3 前2項に規定する休止による利用料金収入の減少への対応、その他経費の負担は、市と

指定管理者の協議により決定するものとする。

(指定管理者による指定の取消しの申し出等)

ノ
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第51条指定管理者は、'次の各号のいずれかに該当するときは、書面にて指定の取消しを

申し出ることが,できる。

(1)市が、法令又は本協定の規定に違反した'とき。

(2)市の責めに帰すべき事由により指定管理者が損害又は損失を被ったとき。

(3)その他、指定管理者が必要と認めるとき。

2 市は、前項の申し出を受けたときは、指定管理者と協議した上でその処置を決定する

ものとする。

(委託料の返還)

第記条市ぱ、第45条又は前条の規定により指定の取消しを行ったときは、指定管理者

に対L、支払った委託料(市が認める正当な履行部分に相当する額を除く。)の返還を求

めることができる。

2 前項の正当な履行部分に相当する額の計算にっいては、第46条第3項の規定を準用す

る。

ーク1-

(保険)

第胎条本業務の実施にあたり、市が加入する保険は、次のとおりとする。

(1)全国市長会市民総合賠償補償保険

2 本業務の実施にあたり、指定管理者が加入する保険は次のとおりとする。

(1) 0000保険

(損害賠償等)

第 54 条指定管理者は、故意又は過失により管理施設を損傷し、又は滅失したときは、そ

れによって生じた損害を市に賠償しなけれぱならない。・なお、指定期問の終了後、又は

指定の取消し後も同様とする。ただし、市が特別の事情があると認めたときは、市は、

その全部又は一部を免除することができるものとする。

(第三者に対する賠償賣任)

第弱条市は、本業務の実施において、指定管理者の責めに帰すべき事由により第三者に

対して損害を与えたときは、その損害を賠償しなけれぱならない。

2 市が、指定管理者の責めに帰すべき事由により発生した損害にっいて第三者に対して

賠償したときは、市は指定管理者に対して市が賠償した金額及びその他賠償に伴い発生

した費用を求償することができる。

(原状回復義務)

第騎条指定管理者は、指定の期間が満了したとき、又は指定の取消しが行われたときは、

センター及び設備を速やかに原状に回復しなげれぱならない(通常の劣化等を除く。)。

ただし、市長の承認を得たときは、この限りではない。



(業務の引継ぎ)

第57条指定管理者は、指定の期問が満了したとき、又は指定の取消しが行われたときは、
センターの管理が適切に実施されるよう、市が指定する者に対して業務及び書類等を引

き継がなけれぱならない。.ただし、市長の承認を得たときは、この限りではない。

2 前項の引継ぎの期閻、方法等にっいては、市及び指定管理者が協議して定めるものと

する。

3 指定管理者は、第 1 項に規定する引継ぎに要する指定管理者の費用を負担するものと

する。

(利用料金の引継ぎ)

第鶚条利用料金は、当該利用料金に係る利用の日に施設を管理している指定管理者の収
入とする。

2 指定の期間が満了したとき、又は指定の取消しが行われたときは、指定管理者は、前

納された利用料金で前項により指定管理者の収入とならないものにっいて、その相当額

を、市又は市が指定するものに支払うものとする。

(責任分担)

第59条本業務に関する責任分担にっいては、別紙5 「責任分担表」のとおりとする。

2 前項に定めた事項以外の不測の事態が生じたときは、市及び指定管理者の協議により

責任分担を決定するものとする。

(協議事項)

第舶条本協定に定める事項の解釈にっいて疑義を生じたとき、又は本協定に定めのない

事項にっいては、市及び指定管理者が誠意をもって協議し定めるものとする。

(裁判管^割

第61条本協定に関する紛争は、長崎地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。

市及び指定管理者は、この本協定を証するため、本書2通を作成し、それぞれ記名押印

の上、その1通を保有する。

平成0年0月0日

市

J

指定管理者

住所

名称

代表者

住所

名称

代表者

長崎市桜町2番22号

長崎市

長崎市長田上

、
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《募集要項》

長崎市市民活動センター指定管理者募集要項

1 指定管理者の募集

長崎市は、地方自治法(昭和22年法律第釘号)第244条の2第3項及び長崎市市民活動センタ

一条伊K平成29年条例第6号以下「条例」という。)第4条第1項の規定により、施設の管理に関する

業務を行う指定管理者の募集を行います。

【根拠法令】

地方自治法第244条の2(第1、2項略)

3 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、

条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定ずるものに、当

該公の施設の管理を行わせることができる.。

【根拠条例1

長崎市市民活動センター条例第4条第1項

市長は、センターの管理を地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項の規定により、

市長が指定するもの(以下「指定管理者」という。)に行わせる。

(2)施設の概要

称:長崎市市民活動センターア名

イ所在地:長崎市馬町21番地1

ウ設置年月日:平成20年10月1日

(建物は大正11年建築。平成21年4月に登録有形文化財に指定される。)

※その他の詳細は、別に定める「長崎市市民活動センター指定管理者業務仕様書」(以下仕様書

と記します。)を参照してください。

3 指定管理者が行う業務の範囲

(1)指定管理業務

指定管理者は、次の事業及び業務を行うこととします。なお、詳細は、仕様書に従い実施してく

ださい。

2 施設の設置目的及び概要

(1)設置目的

長崎市市民活動センター(以下「センター」という。)は、市民が自主的に行う不特定かっ多数の

ものの利益の増進に寄与することを目的とする市民活動の活性化を図るため、平成20年10月1日

に開館した施設です。
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ア市民活動を行う者の交流の促進に関する事業

イ市民活動に関する研修会、講座等の開催に関する事業

ウ市民活勵に関する相談に関する事業

工市民活動に関する情報の収集及び提供に関する事業

オセンターの利用の許可など施設及び設備の提供に関する事業

カセンターの施設及び設備の維持管理に関する業務

キ上記ア~力に掲げるもののほか、センターの運営に関して市長が必要と認める業務

(2)自主事業

指定管理者は、仕様書に定めた指定管理業務以外に施設の設置目的に合致し、利便性を高め

るための自主的な事業を自らの費用負担により行うことができます。

なお、自主事業を行う場合は、長崎市に実施計画案を提出し、承認を得たうぇで実施してくださ

い

4 指定期間

5 管理の基準

(1)開館時間及び休館日

指定管理者は、あらかじめ市長の承認を得て開館時間及び休館日を設定することができます。

条例及び長崎市市民活動センター条例施行規則(以下「規則」という。)に定める承認の基準に

基づき、開館時間及び休館白にっいて提案してください。

平成30年4月,1日~平成35年3月31日価年間)

(2)施設利用の許可及び制限について

条例及び規則に従って、施設の利用の許可及び制限を行ってください。

(3)業務の一括委託の禁止

指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。

ただし、指定管理業務の一部の業務を委託する場合で、あらかじめ長崎市の承認を得たときはこ

の限りではありません。この場合、長崎市内に本社を有する長崎市の有資格業者を優先してくださ

い。

(4)備品等の取り扱いについて

別紙「長崎市市民活動センター備品一覧表」に定める施設運営に必要な備品にっいては、長崎

市で準備します。指定管理者においては、上記備品を適切に管理してください。

なお、指定管理者自らの判断により施設の運営のための備品を購入することも可能です。

この場合の費用は、維持管理も含め指定管理者の負担となり、購入した備品は指定管理者に帰

、
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属します。

(5)関係法令の遵守

指定管理者は、条例、規則、地方自治法、個人情報保護に関する法律、消防法、労働基準法、

労働安全衛生法、最低賃金法その他の労働関係法令及び仕様書に記載しているその他の関係法

令等を遵守し、業務を遂行しなけれぱなりません。

(6)個人情報の取り扱い

指定管理者は、長崎市個人情報保護条例第37条により、個人情報の保護に留意するとともに、

業務の実施に関して知りえた個人情報にっいて漏えい、滅失、改ざん及び殿損の防止、並びに盗用

の禁止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなけれぱなりません。

違反した場合には、長崎市は、損害賠償を請求する場合があります。

また、個人情報の漏えい等の防止並びに本人からの開示の申出及び苦情への適切かっ迅速な

対応その他個人情報の適正な管理を図るために、指定管理者は、個人情報の取り扱い規程等を

作成するものとします。

(フ)情報の公開

指定管理者は、長崎市情報公開条例第25条により、情報の公開に関する規程等を作成する

など、施設の管理に関する業務に係る情報公開に関し必要な措置を講ずるよう努めるものとします。

(8)秘密保持義務

指定管理者は、施設の管理を行うにあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏らしたり、自己の

利益若しくは他の目的に使用してはなりません。指定管理期間が終了し、又は指定を取り消された

後においても同様とします。

(9)文書の管理及び保存

指定管理者は、指定管理業務を行うにあたり作成し、又は受領した文書等は、適正に管理・保存

することとします。

文書等の管理及び保存の期間については、.本業務の終了後5年間とします。ただし、長崎市が必

要と認める文書等にっいては、指定期間終了時に、長崎市の指示に従って引き渡すこととします。

(1の環境への配慮

指定管理者は、指定管理業務を行うにあたっては、次のような環境への配慮に努めることとします。

ア省エネルギーの徹底及び温室効果ガスの排出抑制

イ廃棄物の発生を抑制し、りサイクルの推進及び廃棄物の適正処理

ウ環境負荷の低減に配慮した物品の購入(グリーン購入の推進)
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6 経費に関する事項

指定管理者は、長崎市が支払う指定管理に係る委託料(以下「委託料」という。)及ぴ利用者が支

払う利用料金収入により管理運営を行うこと1こなります。

長,市が支払う指定期鳥の委託料の上限額は税込 89,324千円です。この上限額を超えて

提案がなされた場合は、その時点で失格とし、面接は行わないこととします。なお、委託料の上限額は

修繕料2,315千円(税込:各年463千円)を含む総額となります。

※本募集要項における経費に関する金額は全て税込6肖費税率8%)とします。

(1)委託料

「長崎市市民活動センターの管理に関する業務の収支予算書(様式5)」による提案に基づき、支

出(施設の管理・運営にかかる経費)から利用料金収入を差し引いた額が委託料となります。

委託料が不足する場合があっても、長崎市は不足分の支出は行いません。

委託料は基本協定書及び年度協定書で定め、会計年度(4月1.日から翌年3月31日まで)ご

とに四半期に分割して支払います。

なお、支払い方法等詳細にっいては、年度協定書で定めます。

(2)利用料金収入

センターは利用料金制を採用します。したがって、利用者が支払う利用料金(会議室等の施設及

び附属設備に係るもの)は指定管理者の収入となります。利用料金の額は、長崎市が条例、規則で

定める額を基準として、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めることとなります。

また、利用料金の減免にっいては、長崎市が条例、規則で定める基準に基づき、指定管理者が

あらかじめ市長の承認を得て行うこととなります。

(3)利用料金の取り扱い

利用料金は、施設利用の許可の際に徴収するものとし、利用日の属する年度の収入とします。平

成 30年4月1日から平成 35年3月31日利用分までの利用料金が、指定管理者の収入となりま

す。

なお、利用料金収入が指定管理者の提案額を超えた場合、その超えた金額のうち、提案額の

10%までは全額を指定管理者の収入とします。なお、10%を超えた部分の収入にっいでは、基準と

して、その超えた部分の 50%を長崎市に納付していただくもしくは利用者還元に充てることとします

が、その使途につし.Xても併せて提案してください。

また、次期指定期間に係る利用料金にっいては、次期指定管理者に引き継ぐものとします0

(4)自主事業の経費

自主事業の実施に係る経費にっいては全て指定管理者の負担とし、自主事業により得た収入に

つぃては、指定管理者の収入となりますが、損失が発生した場合は、全て指定管理者の負担となり

ます。
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なお、自主事業により収益が生じた場合、公.の施設を使用しての収益であることから、一定割合

の市への納付や利用者への還元など収益の取扱いにっいても併せて提案をしてください。基準とし

て、収益の 10%までは全額指定管理者の収入とし、その超えた部分の 50%を市への納付もしくは

利用者還元に充てることとします。詳細にっいては、基本協定書において定めることとします。

(5)委託料の精算について

次項に記載する修繕料を除き委託料の精算は行いません。

(6X彦繕料の精算について

指定管理者は、修繕料に係る委託料にっいて、支出の内訳を明らかにした精算害を作成し、長

崎市が指定する日までに長崎市に提出するものとします。

なお、精算した結果、残金を生じたときは、長崎市が指定する日までに長崎市に残金を返還しな

けれぱなりません。

(刀その他

指定管理業務開始前の引き継ぎ準備に係る経費は、指定管理者に指定された団体の負担となり

ます。

7 責任の分担

指定管理者と長崎市の責任分担にっいては、次のとおりです。なお、詳細にっいては、関係法令に

基づいて、基本協定書に規定することとします。

制度・法令変更

税制度の変更

物価変動

運営費の膨張

施設管理・運営に影響を及ぼす法令等の変更

指定管理者自身に影響を及ぽす法令等の変更

項目

利用者の変動

施設管理・運営に影響を及ぽす税制変更

利用料金の未収

ヤ般的な税制変更

自主事業りスク

物価変動に伴う経費の増

人件費等の運営費の膨張

施設設備等の損傷

長崎市の事情による利用者の減

当初の事業計画の利用者見込みとの相違

利用料金の未収による収入減

自主事業の実施に伴い発生するりスク

管理上の毅庇による施設・設備・備品の損傷

長崎市

経年劣化等管理上の暇症によらない施設・設備・

備品の損傷

0

指定管理者

0

0

0

0

※0

※0

ーワフー

0

0

0

協議事項

0



損害賠償

管理上の毅症による施設・設備・備品の不備によ

る事故や火災等に伴う利用者への損害

運営りスク

管理上の理庇によらない施設・設備・備品の不備

による事故や火災等に伴う利用者への損害

管理上の暇疫(指定管理者の責)による施設'設

備・備品の不備による事故や火災等に伴う臨時

休館等の運営りスク

不可抗力

指定期問開始前の準備及び業務引き継ぎに係る費用負担

管理上の暇症によらない(市の責による)施設・設

備・備品の不備による事故や火災等に伴う臨時

休館等の運営りスク

運営管理(企画調整、利用指導、案内、警備、苦情対応)

維持管理(清掃、施設保守点検、'設備等法定点検、修繕、安全衛生管

理)

自然災害等による施設,設備.・備品の損傷、利用

者への損害、臨時休館等に伴う運営りスク

有料施設の利用の許可(受付、許可、料金徴収業務)

使用許可の受付・交付事務

協議事項

0

災害時対応(待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置)

利用料金の徴収

施設の目的外使用許可及び目的外使用料の徴収

0(責任の

範囲ばついて

は協議する)

施設の法的管理(占用許可等)

0

施設の整備、改修

災害時対応(待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置)における

指示等

災害復旧(本格倒口)

協議事項

火災保険(火災及び災害)

施設賠償責任保険

※指定管理者の継続に重大な影響を及ぼすものにっいては、その都度協議する二ととします。

《本責任の分担のほか疑義のあるものにっいては、その都度協議することとします。》

0

0

0(修繕にっ

いては、1 件

当たりの金額

が463千円

未満のもの

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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8 保険について

(わ損害賠償

指定管理者は、故意又は過失によりその管理する施設又は設備を損傷し、又は滅失したときはそ

れによって生じた損害を長崎市に賠償しなけれぱなりません。指定管理期間の終了後、又は指定の

取消し後も同様とします。

(2)第三者への賠償

施設の利用者等第三者に損害を与え、賠償を行う必要が発生した場合、その賠償にっいては、

国家賠償法第 1条(公務員の不法行為による.損害の賠償)、同法第2条(公の営造物の暇庇によ

る賠償)に基づき長崎市が行います。ただし、長崎市が指定管理者の責めに帰すべき事由により発

生した損害にっいて、第三者に対して賠償したときは、長崎市は指定管理者に対して長崎市が賠償

した金額及びその他賠償に伴い発生した費用を請求することができます。

(3)保険の付保

指定管理者は自らのりスクに対応して、自らの負担において必要に応じて保険に加入してください。

なお、長崎市は「全国市長会市民総合賠償補償保険」に加入しています。同保険の指定管理者が

対象となる賠償責任保険の内容は次のとおりです。

てん補限度額

9 公募に関する内容

(D指定管理者の公募及びスケジュール

実施スケジュールは次のとおりです。

施設賠償責任保険契約類型

身体賠償

ア募集要項・資料の配布

財物賠償

イ質問書の受付

ウ応募者説明会及び現地説明会の開催

工申請の受付

1名につき

オ面接審査の実施

1事故につき

力選考結果の通知

1事故につき

キ指定管理者の指定の手続き

ケ指定管理者との協定締結

コ指定管理者による管理の開始

※オの日程、場所等詳細にっいては、後日応募団体に連絡します。

1億円

10億円

平成29年11月20日(月)~平成30年1月17日(水)

D型

2千万円

平成29年11月20

①第1 回目締切り

②第2回目締切り

平成 29年12月7日(木)

平成29年12月21日(木)~平成30年1月17日(フK)

平成30年1月下旬に実施予定

日(月)~12月14日(木)
11月30日(木)

12月14日(木)

平成30年1月中に通知予定

平成30年2月

平成30年3月

平成30年4月1日(日)
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(2)指定管理者の公募手続き

ア募集要項・資料の配布

募集要項、仕様書及び申請害等の資料は、長崎市指定管理者ホームページからダウンロードで

きます。また、市民協働推進室でも配布します。

長崎市指定管理者ホームページURL

http://WWW.city.胎gasaki.槍.jp/syokai/760000/764000/PO08890.html

イ質問書の受付

募集要項に関する質問を次のとおり受け付けます。1回目の質問の回答は、12月7日(木)開催

の説明会及び長崎市指定管理者ホームページ上で行います。また、2回目の回答は、説明会参加
団体及び質問団体にFAX又は電子メールにて回答し、併せてホームページにも掲載します。

受付期間:平成 29年11月20日(月)~11月30日(木),、12月1日(金)~12月14日(木)

受付方法:質問書(様式8)に記入のうえ、郵送、FAX又は電子メールにて送付してください。

電話(口頭)での質問は受け付けません。なお、FAX 及び電子メールでの送付にっ

いてはL必ず通信の確認(電話にて)をお願いします。

提出先:長崎市企画財政部市民協働推進室(市民活動センター)

担当榎並、生駒

〒飾0-0022 長崎市馬町21番地1

電話 095-829-1125(直通)、 FAX 095-829-2925

ウ応募者説明会及び現地説明会の開催

募集要項の内容、提出害類、業務の内容及び施設の概要等にっいて次のとおり説明会を開催し

ます。応募を予定している団体は必ず出席してください。

メールアドレス k oudou@oit .na asaki,1.j

開催日時:平成29年12月7日(木)午後1時30分から3時30分まで

開催場所:長崎市市民活動センター

参加人数:各団体3名まで

申込方法伸込書(様式9)に記入のうぇ、郵送、FAX又は電子メールにて 12月6日(水)

までに送付してください。

※FAX及び電子メールでの送付にっいては、必ず通信の確認(電話にて)をお願いします。

申込.先:上記イ質問書の提出先に同じ

なお、説明会では質疑応答は行いません。

質問にっいては、すべて、「イ質問書の受付」の要領で受け付けます。
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工申請の受付

申請書類を次のとおり受け付けます。

受付期間:平成29年12月21日(木)~平成 30年1月17日(フk)

午前8時45分から午後5.時30分まで

提出鄭艮平成30年1月17日(水)午後5時30分(必着)

提出先:長崎市企画財政部市民協働推進室(市民活動センター)

※申請書等の提出は持参又は郵送とします。

10 応募に関する事項

0)応募資格 ゛

法人その他の団体であり、次の事項を全て満たすものであること。

ア長崎市建設工事等入札参加資格者名簿又は長崎市物品等競争入札有資格者名簿に登録が

ある者(以下「有資格者」という。)であること。

イ株式会社等にあっては、長崎市内に本社を有する者であること。NP0法人等にあっては、主たる事

務所の所在地が長崎市であること。

ウ 3年以上の実績を有する団体であること。(過去3ケ年分の財務諸表を提出できる団体であること。)

※有資格者の登録については、別紙を参照してください

※グループ応募を認めますが、この場合、すべてのグループ構成員が応募資格を満たしている必

要があります。

※グループの応募につぃては、代表構成員を定めることとし、協定締結においては、すべての構成

員を協定当事者とします。

工応募者説明会及び現地説朋会に必ず出席していること。

(2)応募団体の制限

応募しようとする団体(グループ応募の場合は、全ての構成団体)が次のいずれかの項目に該当

しないこと。

ア長崎市契約規則第2条の規定により長崎市における一般競争入札等の参加を制限されている

場合。

イ会社法(平成17年法律第86号)第475条若しくは第644条の規定に基づく清算の開始又は

破産法(平成16年法律第75号)第 18条若しくは第 19条の規定に基づく破産手続開始の申

立てがあった場合。

ウ会社更生法(平成14年法律第154号)第17条の規定に基づく更生手続開始の申立で又は

民事再生法(平成"年法律第225号)第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがあっ

た場合(更生計画の認可が決定され、又は再生計画の認可の決定が確定された場合(建設工
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事に係る有資格業者にあっては、更生手続開始又は再生手続開始の決定日以後を審査基準

日とする経営事項審査を受け、長崎市の入札参加資格審査申請書を再度提出し、その審査を

経て有資格業者として認定された者に限る。)を除く。)

工指定管理者の指定取消しを受けたこと又は業務の全部若しくは一部の停止を命じられたことが

ある場合。

オ長崎市指定管理者暴力団対策要綱第3条の規定により、代表者等が暴力団関係者、暴力団

関係者を使用イ暴力団関係者に対して金銭、物品その他の財産上の利益を供与、暴力団関係

者と密接な交際等を有している団体に該当する場合。

力長崎市競争入札参加資格者指名停止措置要領又は長崎市各種契約等における暴力団等の

排除措置に関する要綱の規定による指名停止措置の期間中である場合。

キ長崎市税、法人事業税(長崎県分に限る)、消費税及び地方消費税を滞納している場合。

(3)必要な資格

応募しようとする団体が、次の資格を有する者を、雇用していること。また、'グループで応募する場

合は、グループ内のいずれかの団体が雇用していること。

甲種防火管理者の資格所有者(平成30年3月31日までに取得予定でも可)

11 申請書類

申請時に次の書類を提出してください。(原本1部、写し9部)

(1)指定管理者指定申請書(第1号様式)

該当する場合(2)グループ応募構成書兼委任状(様式2)

(3)団体の概要書(様式3)

(4)事業計画書(様式4)

(5)長崎市市民活動センタ'の管理に関する業務の収支予算書(5力年)(様式5)

(6)定款、規約、寄附行為、その他これらに類する害類

(フ)申請書を提出する日の属する事業年度の申請団体の収支予算書及び事業計画書又はこれに類

する害類

(8)申諧団体の事業報告書及び収支計算書(平成26年度~平成28年度の過去3力年)

(9)当該法人の登記事項証明書及び役員名簿(様式6)

aの財務諸表(平成26年度~平成28年度の過去3力年)

-32-



・貸借対照表、損益計算書(明細書付)、財産目録、法人税申告書別表1.4.5の写し(税務署の

受付が確認できるもの(電子申告については、受信通知の写しを添付すること))

(11)印鑑証明書(発行から3ケ月以内のもの)

(12)納税に関する証明書(発行から3ケ月以内のもの)

・長崎市税においては完納証明書

,法人事業税(長崎県分)の紬税証明書(直近の事業年度分)

・消費税及び地方消費税の納税証明書(直近の事業年度分)

※納税義務のある場合のみ。

(13)指定管理者申請に係る申立書(様式7)

【注意事項】

注1 提出書類は、官公署が発行する証明書等やむを得ない場合を除き、日本工業規格の A4版と

します。

注2 写し9部は、審査の公平性を確保するため、団体(構成団体を含む。)が特定できないように団

体の名称、住所、電話番号等をすべて伏せて提出してください。

12 申請に際しての留意事項

(1)長崎市市民活動センター指定管理者候補者選定審査会委員への接触の禁止

本件提案に関して、長崎市市民活動センター指定管理者候補者選定審査会(以下「審査会」と

いう。)に応募者が接触することを禁止します。応募者等が審査会委員に対し、特定のものを有利に

し、又は不利にするような働きかけを行ったときは、失格とする場合があります。

なお、審査会委員については次のとおりです。

井手達夫(ながさきダンカーズ倶楽音田

神田美香(九州北部税理士会長崎支音の

陳優継(長崎市観光ネットワーク推進協議会)

中田慶子(NP0 法人DV 防止ながさき)

山口純哉(長崎大学経済学部)

(2)応募の制限等

本(同一)施設への応募は、1団体にづき1申請のみとします。

(3)申請内容変更の禁止

提出された書類の内容については、提出期限後において変更することはできません。ただし、提

出期限後、その内容に明らかな錯誤があると認められる場合は、審査会での協議により、訂正する
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ことができます。

(4)虚偽の記載

提出された書類に虚偽の記載があった場合は失格とします。

(5)申請書類の完備

11に掲げる全ての申請書類がそろっていない場合は、申請を受け付けません。

(6)応募書類の取り扱い

提出書類は返却しません。なお、申請団体が提出した書類の著作権は、申請団体に帰属します。

ただし、長崎市は指定管理者候補者の選定を行う際や長崎市議会の審議等必要な場合は、提

出書類の全部又は一部を無償で使用できるものとします。

また、書類は、長崎市情報公開条例に基づき公開.することがあります。

(フ)応募の辞退

申請後、辞退する際には辞退届(様式1のを提出していただきます。

(8)費用負担

応募に際して発生する費用は、選考の有無に関わらず、応募者の負担となります。

13 審査及び選考の基準

(1)審査方法

指定管理者の選定にあたっては、審査会において、技術点及び価格点の合計で評価を行う総合

評価方式により審査し、審査会での審査の結果を踏まえ長崎市において指定管理者候補者を選定

後、議会の議決を経たうえで指定管理者を指定します。

(2)審査の内容

ア資格審査

提出された書類により、必要資格等の審査を長崎市において行います。
、、

イ書類・面接審査

審査会が、応募内容や事業計画の内容などにっいて、書類及び面接にて審査を行います。

面接は、応募者ごとに個別に行い、提出していただいた書類をもとに進めます。
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(3)選考基準

審査における評価項目及び配点は次のとおりです。

区分
大項目 中項目

基本

事項

基本方針

評価項目

平等利用の確保

センターの設置目的を踏まえた運営方
針・理念となっているか

個人情報の保護

施設の利用に関し、公平性を確保する
考え方と方策が適切であるか

詳細

施設の設置目的
と計画

技術点

事業

言十画

施設の利用者の個人情報の保護に関
する措置は適切か

サービスの向上

センターの設置目的にあった具体的で
実行可能な事業計画となっているか

配点

独創性

施設の利用者の増加や利便性を高め
るための提案があるか

安定した

経営

能力

評価と改善

8

事業の提案に創意工夫があるか

安定的な

財政基盤

4

事業の評価・改善体制は適切か

16

4

実績

管理運

営体制

経営状況(財務諸表等で判断)

8

人員配置

類似施設や関連業務の管理運営実績
はあるか

価格点

経理・施設管理

8

職員配置は、当該施設の業務を行うの
に適切か

緊急時の対応

価格

8

28

経理・施設管理業務の基準等は適切
であるか

4

緊急時における、連絡体制等危機管
理体制は適切であるか

経費

4

経費の縮減

提案額が委託料の上限の部%以下の
場合、価格点は一律(満点)となります

4

8

8

8

ーマ武一

20

4

28



(4)失格基準

ア 6で定める長崎市が支払う委託料の上限額を超えて提案がなされたとき

イ評価項目の大項目のいずれかが、配点の50%未満となるとき

ウ技術点の区分の合計点が配点の60%未満となるとき

エ「人員配置」「緊急時の対応」のいずれかが0点であるとき

(5)選定結果

選定結果にっいては、採択、不採択に関わらず、申請団体に通知するとともに、長崎市指定管理

者ホームページ等において、申請者名、順位、点数等を公表します。

また、指定管理者候補者に決定した団体が、管理の開始までに「10 応募に関する事項』に規疋

する要件を満たさなくなったときは、速やかに長崎市に届け出てください。

14 指定管理者の指定の手続き

指定管理者は、地方自治法の規定により長崎市議会の議決を経たうえで指定されます。指定議

案は平成30年2月長崎市議会定例会に提案することを予定しており、議決後、指定団体に通知し
,

ます。

15 協定に関する事項

指定管理者の指定後に、指定管理者と長崎市において指定管理業務に係る管理業務上詳細な

事項にっいて、協定を締結します。協定は、指定期間中の包括的な事項を定めた基本協定と、単

年度ごとに実施する内容等の具体的な事項を定めた単年度協定を締結します。

また、協定書に定めのない事項が発生した場合には、改めて協議することとします。

a)協定に盛り込む事項

ア総括的事項

・施設の概要(施設の名称、規模、開館時間、休館日など)

・指定期間

イ管理業務の履行に関する事項

・業務の範囲に関する事項

・個人情報保護に関する事項

・情報公開に関する事項

・職員への教育・研修

・利用者等からの苦情への対応

ウ施設の利用に関する事項

・利用料金に関する事項

・自主事業に関する事項
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工委託料に関する事項

・委託料の金額

,支払方法及び精算方法

オ事業の実施に関する事項

・実施計画の実施に関する取り決め事項

力責任分担に関する事項

キモニタリングに関する事項

・事業報告書の作成及び業務報告に関する事項

・利用者アンケートに関する事項

・事故報告に関する事項

ク指定の取り消し及ぴ管理業務の停止に関する事項

ケ業務不履行時等における違約金に関する事項

コ指定期間終7に伴う措置に関ずる事項

サその他必要な事項

(2)協定が締結できない場合の措置等

指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取り消すことが

あります。

ア正当な理由なくして協定の締結に応じないとき

イ財務状況の悪化等によ駅指定管理業務の履行が確実でないと認められるとき

ウ著しく社会的な信用を損なうなど、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき

16 モニタリング

長崎市は、当該施設の円滑な運営を確保するため、指定管理業務の実施状況を把握するモニタ

リングを実施します。

指定管理者は長崎市が行うモニタリングに必要な調査及び報告を行うこととします。

指定管理者が管理の基準や事業計画に示された業務等において、墓準を満たしていないと認め

るときは、長崎市は改善等必要な指示を行い、これに従わない場合は、業務の停止や指定の取消

しを行うことがあります。

17 指定の取り消し及び違約金

(1)指定取り消し等の要件

長崎市は、指定管理者が次のいずれかに該当すると認めるときは、その指定を取消し、又は期間

を定めて本業務の全部又は一部の停止を命じることができます。

ア自らの責めに帰すべき事由により、指定を受けた後、業務の辞退や基本協定の解除の申し出
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により本業務を履行しない又は履行の見込みがないと認められるとき。

イ基本協定、年度協定又は関係法令等の条項に違反したとき。

ウ本募集要項門0 応募に関する事項」に定める要件を満たさなくなったとき。

工施設の管理に重大な支障が生じる又は生じる恐れがあるとき。

オ著しく社会的信用を失ったとき。

力その他、長崎市が必要と認めるとき。

なお、指定の取消し等に伴い指定管理者に損害、損失又は増加費用が生じても、長崎市はその

賠償の責めを負いません。

また、指定を取消した場合において、長崎市に損害、損失又は増加費用があるときは、'指定管理

者は長崎市に対し、その損害等を賠償することになります。

(2)業務不履行時の違約金

指定の取消し等で業務不履行となった場合は、違約金として、指定管理者が長崎市に提出した

本施設の管理に関する業務の収支予算書における指定期間に係る委託料の額から、長崎市が認

める正.当な履行部分に相当する額を除いた額の100分の10に相当する額を長崎市に納付してい

ただきます。

また、陥経費に関する事項」(1)により前金払いにて支払われた委託料のうち、業務不履.行部分

に係る委託料にっいては、返還していただくこととなります。

18 その他の事項

a)指定管理者として議会の議決が得られなかった場合等の措置

次のいずれかに該当した場合は指定管理者に指定しません。

ア長崎市議会での議決が得られない場合

イ議決を得るまでの間に、指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事項が生じた

場合

なお、いずれの場合においても、指定管理者候補者が応募に関して負担した費用及び管理運

営等の準備のために負担した費用にっいては、全て指定管理者候補者の負担とします。

(2)業務の継続が困難になった場合の措置

指定管理者は、業務の継続が困難になった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やかに長崎

市に報告するものとし、ぞの場合の措置にっいては、次のとおりとします。

ア指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生

じた場合には、長崎市は指定管理者に対して改善等の指示を行い、期間を定めて改善策の提出

及び実施を求めることができるものとします。また、指定管理者がその期間内に改善することがで

きなかった場合には、長崎市ば指定管理者の指定の取消し又は業務の全部若しくは一部の停止
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を命じることができるものとします。

なお、指定管理者の指定が取り消され、.又は業務の全部若しくは一部が停止された場合には

18の(1)、(2)と同様に取り扱うこととし、その旨を基本協定書に規定するものとします。

イ不可抗力等による場合

不可抗力その他指定管理者及び長崎市の責めに帰することができない事由により業務の継続

が困難となった場合は、指定管理者と長崎市は、業務継続の可否等にっいて協議を行い、継続

が困難と判断した場合は、長崎市は、指定管理者の指定の取消し又は業務の全部若しくは一部

の停止を命じることができるものとします。

(3)業務の引き継ぎについて

指定期間の終了又は指定の取消しにより次の指定管理者に引き継ぐ場合は、円滑かっ支障なく

引き継ぎができるよう1こ協力していただくことになります。

問い合わせ先

長崎市企画財政部市民協働推進室(市民活動センター)

担当榎並、生駒

〒舗0-0022 長崎市馬町21番地1

電話 095-829-1125 FAX 095-829-2925

メールアドレス kyoudou@oityma部Saki.1旦.jp
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《指定管理者定款》
語0法人環境保全教育研究所定款

第1章総則

(名称)、
第1条この法人はNP0法人環境保全教育研究所と称し、通称を人んちくりんとする0

(事務所)

第2条この法人は、主たる事務所を長崎県長崎市田手原町646番地に置く0

国

編的)

第3条この法人は、これからの社会や地域を担う人たちに対して、環境保全'自小、体験'まち、
くり等に関する事業を通じて知識や経験を得るためのきっかけを与え、継続的な行動へとっよげ
ていくことで、人と自然が共生する社会の実現と地域の人々が成長する場づくりに寄与すること

第2章目的及ぴ事業

を貝的とする。

(特定非営利活動の種類)、
第4条この法人は、第3条の目的を達成するため、炊に掲げる種類の特定非畠利活動を
行う。

住)保健、医療又は福祉の増進を図る活動
(2)社会教育の推進を図る活動
(3)まちdくりの推進を図る活動
(4)子どもの健全育成を図る活動
(5)農山漁村又は中山問地域の振興を図る活動
(6)環境の保全を図る活動
(フ)観光の振興を図る活動
経済活動の活性化を図る活動( 8 )
前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動忙関する連絡、助言又は援助の活動( 9 )

(事業) /

第5条この法人は、第3条の目的を達成するため、炊の事業を行う0
(1)特定非営利活動に係る事業

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス事業(就労継続支援B生)
地域団体・行事への運営協力事業
地域活性化に関するイベント企画・運営事業
子どもの健全育成の場作りや自然体験の企画運営事業
山村資源を活かした資源利用事業
竹林整備・森林保全に関する事業
里山保全を活かしたツーリズム企画・運営事業
環境経営に関する=ンサノレティング事業
NP0法人等の運営相談、事務局業務の支援
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第3章会員
(1弸ID

第6条この法人の会員は、.次の2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法(以下
W却'という。)上の社員とする。

住).正会員この法人の目釣に賛同して入会した個人及び団体
(2)贊助会員この法人の事業を贊助するために入会した個人及び団体

(入会)

第7条会員の入会については、特に条件を定めない。
2'会員として入会しょうとするものは、代表理事が別に定める入会申込書により、代表
理事に申し込むものとし、代表理事は、正当な理由がない限り、入会を認めなければな
らない。

3 代表理事は、前項のものの入会を認、めないときは、速やかに、理由を付した書面をも
つて本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第8条会員は、総会において呂.1」に定める入会金及び会費を納入しなげれぱならない。

(会員の資格の喪失)

第9条,会員が玖の各号のーに該当するに至ったときは、その資格を喪失する。
住)退会届の提出をしたとき。
(2)本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。
(3)継続して2年以上会費を滞納したとき。
(4)・除瑠されたとき。

(退会)
第10条会員は、代表理事が別に定める退会届を代表理事に提出して、任意に退会するこ
とができる。

(除名)

第11条会員が次の各号のーに該当するに至ったときは、総会の議決により、これを除名
することができる。この揚合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければ
ならない。
(1)この定款等に違反したとき。
(2)この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

(拠出金品の不返還)
第12条既納の入会金、会費及びその他の拠幽金品は、返還しない。

第4章役員及ぴ職員
(種別及び定数)
第玲条この法人に炊の役員を置く。
(1)理事 3人以上8人以内
(2)監事 1人
2 理事のうち、1人を代表理事、1人を副代表理事と・する。

(選任等)

第14条理事及び監事は、総会において選任する。
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2 代表理事及び副代表理事は、理事の互選とする。
3 役員の.うちには、それぞれの役員にっいて、その配偶者若しくは3親等以内の親族が
1人を超えて含まれ、叉は当該役員並びにその配偶者及び3親等以内の親族が役員の総
数の3分の1を超えて含まれることにな?てはならない。
4 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。

(職務)
第妬条代表理事は、この法人を代表し、その業務を総理する。
2 代表理事以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。
3 副代表理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故あるとき又は代表理事が欠けたと
きは、その職務を代行する。
4 理事は、理事会を構成し、との定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法人の業
務を執行する。
5 監事は、次に掲げる職務を行う。
a)理事の業務執行の状況を監査すること。
(2)この法人の財産の状況を監査するとと。
(3)前2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は
法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した揚合にば、これを総
.会又は所禧庁に報告するこど。
(4)前号の報告をtるため必要がある場合には、総会を招集すること。
(5)理事の業務執行の状況又はとの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、
若しくは理事会の招集を請求すること。

(任期等)

第16条役員の任期は、 2年とする。ただし、再任を妨げない。
2 前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合には、任期の末日後最
初の総会.が終結するまでその任期を伸長する。
3 補欠のため、又は増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者
の任期の残存期間とする。
4 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わ
なければならない。

(欠員補充)
第17条理事又は監事のうち、その定数の3分の1を超える者が欠けたときは、遅滞なく
これを補充しなけれぱならない。

(解任)
第18条役員が次の各号のーに該当するに至ったときは、総会の議決により、これを解任

することができる。この場合、その役員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなけれ
ばならない。
(1)職務の遂行に堪えない状況にあると認められるとき。
(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわしくな、.、行為があうたとき。

、、
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(報酬等)

第19条役員ば、その総数の3分の1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
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3 前2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が別に定める。

(職員)
第'20条この法人に、事務局長その他の職員を置く。
2 1哉員は、代表理事が任免する。

第5章総会
(種別)

第21条この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の2種とする。

(構成)
第22条総会は、正会員をもって構成する。

(権能)
第23条総会は、以下の事項について議決する。
(1)定款の変更

(2)解散
(3)合併
(4)事業計画及ぴ活動予算並びにその変更
(5)事業報告及ぴ活動決算
(6)'役員の選任又は解任、職務及び報酬
(フ)入会金及ぴ会費の額
(8)借入金(その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第四条にお
いて同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄
(9')事務局の組織及び運営
(1のその他運営に関する重要事項

(開催)
第24条通常総会は、毎事業年度1回開催する。
2 臨時総会は、炊の各号のーに該当する場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め招集の請求をしたとき。
(2)正会員総数の5分の1以上から会議の目的である事項を記載した書面をもって招
集の請求があったとき。
(3)第15条第5項第4号の規定により、監事から招集があ0たとき。

(招集)

第25条総会は、第24.条第2項第3号の場合を除き、代表理事が招集する。
2 代表理事1キ第24条第2項第.1号及び第2号の規定にょる請求があったときは、その
日から30日以内に臨時総会を招集しなけれぱならない。

3 総会を招集するときは、会議の三時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもっ
て、少なくとも会日の5日前までに通知しなけれぱならない。

(議長)

第26条総会の議長は、その総会に船いて、出席した正会員の中から選出する。

(定足剃
第27条総会は、正会員総数の2分の1以上の出席がなければ開会することができない。

(議決)
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第28条総会における議決事項は、第25条第3項の規定によってあらかじめ通知した事
項とする。
2 総会の議事は、この定獣に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決
し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
3 理事又は正会員が総会の目的である事項について提案した場合に翁いて、正会員の全
員が書面にょり同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の総会の決議があ、
つたものとみなす。

(表決権等)
第29条各正会員の表決権は、平等なるものとする。
2 やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項に
つぃて書面をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができ
る。

3 、前項の規定により表決した正会員は、第27条、第28条第2項、第30条第1項第2号
及び第50条の適用については、総会に出席したものとみなす。
4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わるこ
とができない。

(議事録)
第30条総会の議事にっいては、炊の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
(1)日時及び場所
(2)正会員総数及び出席者数(書面表決者又は表決委任者がある揚合にあっては、そ
の数を付記すること。)

(3)審議事項
(4)議事の経過の概要及び議決の結果
(5)議事録署名人の選任に関する事項
2 議事録には、議長及ぴその会議において選任された議事録署名人2人,以上が記名、押
印しなけれぱならない。
3 前2項の規定に関わらず、正会員全員が書面により同意の意思表示をしたことにより、
総会の決議があったとみなされた場合においては.、炊の事項を記載した議事録を作成し
なければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容
(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称
(3)総会の決議があったものとみなされた日
(4)議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

第6章理事会

(構成)
第釦条理事会は、理事をもって構成する。

(権能)
第32条理事会は、との定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。
(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決Lた事項の執行に関する事項
(3)その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

(開催)
第器条理事会は、欧の各号のーに該当する場合に開催する。
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(1)代表理事が必要と認めたとき。
(2)理事総数の3分の2以上から会議の,目的である事項を記載した書面をもって招集
の請求があ0た.とき。
(3)第15条第5項第5号の規定により、.監事から招集の請求があったとき。

(招集)

第34条理事会は、代表理事が招集する。
2 代表理事は、第開条第2号及び第3号の規定による請求があ0たときは、その日から

30日以内に理事会を招集しなけれぱならない。
3 理事会を招集す.るときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をも
つて、少なくとも会日の5日前までに通知しなけれぱならない。

(議長)
第35条理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。

(議決)
第36条理事会における議決事項は、第34条第3項の.規定によってあらかじめ通知した
事項とする。
2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する
ところによる。

(表決権等)
第37条各理事の表決権は、平等なるものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項に

ついて書面をもって表決することができる。
3 前項の規定により表決した理事は、第36条第2項及ぴ第認条第1項第2号の適用に
ついては、理事会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わるこ
とができない。

(議事録)

第 38 条理事会の議事については、炊の事項を記載した議事録を作成しなけれぱならな
い

(1)日時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名(書面表決者にあっては、その旨を付記する
こと。)

(3)審議事項
(4)議事の経過の概要及ぴ議決の結果
(5)議事録署名人の選任に関する事項
2 議事録には、議長及びその会議に船いて選任された議事録署名人2人以上が記名、押
印しなけれぱならない。

第7章'資産及ぴ会計
(資産の構成)

第39条この法人の資産は、炊の各号に掲げるものをもって構成する。
(1)設立当初の財産目録に記載された資産
(2)入会金及び会費
(3)寄付金品
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(4)財産から生じる収益
(5)事業に伴う収益
(6)その他の収益

(資産の区分)
第如条この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。

(資産の管理)

第虹条この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は、総会の議決を経て、代表理
事が別に定める。

(会計の原則)
第蛇条この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行うものとする。

(会計の区分)

第43条この法人の会計ば、特定非営利活動に係る事業に関する会計とする。

(事業計画及び予算)
第"条との法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、代表理事が作成し、総会の議決
を経なければならない。

(暫定予算)

第45条前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、代
表理事は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を
講じることができる。
2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正)
第46条予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予算の
追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算)
第47条この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目、録等の決算に関する
書類は、毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の
議決を経なければならない。
2 決算上剰余金を生じたと・きは、徐事業年度に繰り越すものとする。

(事業年度)
第開条この法人の事業年度は、毎年4月1日に始まり翌年3月31日に終わる。

(臨機の措置)

第.条予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、
又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なけれぱならない。

-46-

第8章定款の変更、解散及ぴ合併
(定款の変更)

第50条この法人が定款を変更しようとす,るときは、総会に出席した正会員の4分の3以
上の多数による議決を経、かっ、法第25条第3項に規定する以下の事項を変更する場合、
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所轄庁の認証を得なけれぱならない。
(1)目
(2)名称
(3)その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類
(4)主たる事務所及びその他の事務所の所在地(所轄庁の変更を伴うものに限る)
(5)社員の資格の得喪に関する事項
(6)役員に関する事項(役員の定数に関する事項を除く)
(フ)会議に関する事項

(8)その他の事業を行う場合における、その種類その他当該その他の事業に閉する事
項

(9)解散に関する事項(残余財産の帰属すべき事項に限る)
(1の定款の変更に関する事項

罰乞＼
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(解散)
第51条この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決議
(2)目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能
(田正会員の欠亡
(4)合併
(5)破産手続開始の決定
(6)所轄庁.による設立の認証の取消し
2 前項第1.号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上の承
諾を得なければならない。

3 第1項第2号の事由により解散するときは、所幡庁の認定を得なければなら'ない。
」

(残余財産の帰属)

第詑条この法人が解散(合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したときに
残存する財産は、法第Ⅱ条第3項に掲げる者の?ち、学校法人に譲渡するもの'とずる。

(合イ捫

第53条この法人が合併しようとするときは、総会に翁いて正会員総数の4分の3以上の
議決を経、かっ、所轄庁の認証を得なけれぱならない。

(公告の方法)

第54条この法人の公告は、法人の主たる事務所の掲示場に掲載して行う。

2 前項の規定にかかわらず、貸借対照表の公告にっいては、内閣府 NP0 法人ポータル
サイトに掲載Lて行う。

3 この法人が解散する場合は必ず官報による公告を行わなければならない。

第9章公告の方法
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1

凡 第10章雑則
俳眼の

理事会の議決を経で、_.代表理事演三れを第弱条仁'の定款の施行にういて必要な細則は、
定める。

附則

この定款は、この法人の成立の肩から施行tる,
との法人の設立当初の役員は、歌に掲げる者とtる6

生月菜々子代表理事'
竹中.克月副代表理事
石橋'康弘理事
蒲原新一同
中道隆広同
羽良旭人'同

゛

小枷伸一郎監事

3 この法人の設立当初め役員の任期は、第16条第1.項の規定にかかわち゛.゛二成立の'旦か
ら平成28年6月30口までとする。_"_..
4 との法人の設立当初の事業計画及ぴ活動予算は、第"条の規定に力.、かわらず、設立総

'

会の定めるところによるものと・する。
5 この法人の設立当初の事業年度は、第48条の規定にかかわらず、成立の日から平成27
年3月雛日までとする。
6 この法人の設立当初の入会金及ぴ会費は、'第8条の規定にかかわらず、迭に掲げる額
とする。

1,000円(1).正会員(」般)・入会金

正会員(一般)'年会費 3,000円

0円正会員(学生)入会金

正会員(学生)年会費 1,000円"'

1,000円正会員(団体)入会金

10,000円正会員(団体ン年会費

(.2)賛助会員'(一般)入会金 0円
L

3,000円,U賛助会員(一般).年会費 ーロ

0円賛助会員.(学生)入会金

賛助会員(学生)年会費 1,.000円~一阿

鬢助会員(団体)、入会金 0円

10,.'000円.、,賛助会員・幅体)年会費

」

、

'

附則

ごの定款は、平成29年9月28日から.施行する'

-48-

、 i平"イぢゑ人"現右定軟・北租立剣
岼.0.ネハ理長バ太会,1ヌ1...鳳罰町噛、
感籍髪゛薫,ヰやヲ;
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